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肉
用
子
牛
生
産
者
補
給
金

制
度
の
新
た
な
保
証
基
準
価

格
及
び
合
理
化
目
標
価
格

は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
（
環
太
平
洋

連
携
協
定
）
が
発
効
し
た
１２

月
３０
日
か
ら
適
用
さ
れ
た

（
期
中
改
定
）
。

保
証
基
準
価
格
は
、
肉
用

子
牛
の
再
生
産
を
確
保
す
る

た
め
の
価
格
。
取
引
価
格
が

下
回
っ
た
場
合
、
差
額
の
１０

割
が
補
て
ん
さ
れ
る
。
Ｔ
Ｐ

Ｐ
等
関
連
政
策
大
綱
で
、「
協

定
発
効
に
合
わ
せ
て
、
保
証

基
準
価
格
を
現
在
の
経
営
の

実
情
に
即
し
た
も
の
に
見
直

す
」
と
さ
れ
て
い
た
。
算
定

は
、
生
産
費
を
基
礎
と
す
る

こ
と
に
見
直
さ
れ
た
。

対
象
５
品
種
の
う
ち
、
黒

毛
和
種
の
保
証
基
準
価
格

は
、
過
去
７
年
間
（
１１
〜
１７

年
度
）
の
「
支
払
利
子
・
地

代
算
入
生
産
費
」
の
平
均
値

を
基
礎
に
、
平
均
飼
養
頭
数

（
１４
・
６
頭
）
が
含
ま
れ
る

１０
頭
以
上
規
模
層
以
上
の
労

働
費
な
ど
を
反
映
さ
せ
て
算

出
。
同
価
格
は
１８
年
度
か
ら

１９
万
円
と
大
幅
に
引
き
上

げ
、５３
万
１
千
円
と
な
っ
た
。

乳
用
種
・
交
雑
種
の
同
価

格
は
、
他
の
品
種
と
同
様
に

生
産
費
を
基
礎
と
す
る
が
、

素
畜
費
（
ス
モ
ー
ル
）
は
過

去
１３
年
間
（
０５
〜
１７
年
度
）

の
平
均
値
と
し
た
。
直
近
の

価
格
が
高
騰
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
長
め
の
期
間
と
し
、

平
準
化
を
図
っ
た
。
乳
用
種

は
２
万
円
引
き
上
げ
１６
万
１

千
円
、
交
雑
種
は
５
万
３
千

円
引
き
上
げ
２６
万
９
千
円
と

な
っ
た
。

合
理
化
目
標
価
格
は
、
輸

入
牛
肉
に
対
抗
で
き
る
肉
用

牛
生
産
の
確
保
を
図
る
た

め
、
生
産
の
合
理
化
で
実
現

を
め
ざ
す
価
格
。
取
引
価
格

が
下
回
っ
た
場
合
、
差
額
の

９
割
が
補
て
ん
さ
れ
る
。
こ

れ
ま
で
、
過
去
１０
年
間
の
平

均
輸
入
価
格
等
と
国
産
牛
肉

の
肉
質
１
〜
３
等
級
の
価
格

と
の
差
を
基
に
算
出
し
た
輸

入
牛
肉
対
抗
価
格
を
基
礎
と

し
て
き
た
。
国
産
牛
肉
の
全

等
級
に
よ
り
行
う
こ
と
が
適

当
と
さ
れ
、
算
定
の
結
果
、

５
品
種
す
べ
て
で
大
幅
に
引

き
上
げ
ら
れ
た
。

な
お
、
１９
年
１０
月
に
消
費

税
率
が
１０
㌫
に
引
き
上
げ
ら

れ
た
場
合
に
は
、
保
証
基
準

価
格
及
び
合
理
化
目
標
価
格

に
つ
い
て
、
消
費
税
率
引
上

げ
を
反
映
さ
せ
た
改
定
を
行

う
。加

工
原
料
乳
生
産
者
補
給

金
単
価
は
１８
年
度
よ
り
８
銭

引
き
上
げ
８
円
３１
銭
、
集
送

乳
調
整
金
単
価
は
６
銭
引
き

上
げ
２
円
４９
銭
と
し
た
。
合

わ
せ
て
１４
銭
引
き
上
げ
ら

れ
、
１０
円
８０
銭
と
な
っ
た
。

加
工
原
料
乳
生
産
者
補
給
金

単
価
は
前
年
同
様
、
「
生
産

コ
ス
ト
等
変
動
率
方
式
」
で

算
定
。
集
送
乳
調
整
金
単
価

は
、
経
費
の
上
昇
傾
向
を
反

映
さ
せ
た
。

総
交
付
対
象
数
量
は
、
乳

製
品
向
け
に
必
要
と
な
る
生

乳
供
給
量
と
し
て
、
推
定
乳

製
品
向
け
生
乳
消
費
量
３
５

４
万
㌧
か
ら
、
カ
レ
ン
ト
ア

ク
セ
ス
輸
入
量
１４
万
㌧
を
控

除
し
、
１８
年
度
と
同
量
の
３

４
０
万
㌧
に
設
定
し
た
。
１８

年
度
実
績
見
込
み
は
３
１
３

万
㌧
と
な
っ
て
い
る
。

牛
乳
等
向
け
生
乳
消
費
量

な
ど
を
含
め
た
１９
年
度
の
総

需
要
量
を
７
５
５
万
㌧
と
見

通
し
た
一
方
、
推
定
生
乳
生

産
量
は
７
３
２
万
㌧
。
国
内

乳
製
品
の
需
要
を
満
た
す
た

め
に
は
、
２３
万
㌧
の
生
乳
が

不
足
す
る
と
推
定
し
て
い

る
。

政
府
は
１２
月
２１
日
、
１９
年

度
予
算
案
を
閣
議
決
定
し

た
。
一
般
会
計
の
総
額
は
、

１
０
１
兆
４
５
６
４
億
円
と

７
年
連
続
で
過
去
最
大
と
な

っ
た
。
農
林
水
産
関
係
予
算

は
１８
年
度
比
５
・
６
㌫
（
１

２
９
４
億
円
）
増
の
２
兆
４

３
１
５
億
円
で
、
３
年
ぶ
り

に
増
加
し
た
。
１８
年
度
補
正

予
算
と
合
わ
せ
る
と
３
兆
３

１
６
億
円
に
な
る
（
表
）
。

重
点
事
項
の
う
ち
、
農
地

集
積
・
集
約
化
関
係
は
、「
農

地
中
間
管
理
機
構
等
に
よ
る

担
い
手
へ
の
農
地
集
積
・
集

約
化
の
加
速
化
」
に
４２
億
円

増
の
２
４
８
億
円
を
計
上
。

担
い
手
の
育
成
・
確
保
は
、

「
農
業
人
材
力
強
化
総
合
支

援
事
業
」
に
２３
億
円
減
の
２

１
０
億
円
を
措
置
し
た
。

飼
料
用
米
や
麦
、
大
豆
な

ど
の
戦
略
作
物
へ
の
転
換
を

支
援
す
る
「
水
田
活
用
の
直

接
支
払
交
付
金
」
は
１
５
６

億
円
増
の
３
２
１
５
億
円
を

確
保
。
産
地
交
付
金
に
は
、

主
食
用
米
か
ら
の
更
な
る
転

換
を
促
進
す
る
た
め
の
支
援

を
追
加
す
る
。

ス
マ
ー
ト
農
業
の
実
現
に

向
け
て
、
「
最
先
端
の
『
ス

マ
ー
ト
農
業
』
の
技
術
開
発

・
実
証
」
に
１４
億
円
増
の
３１

億
円
を
計
上
。
ロ
ボ
ッ
ト
や

Ａ
Ｉ
（
人
工
知
能
）
な
ど
の

先
端
技
術
を
活
用
し
た
農
業

に
関
す
る
革
新
的
な
技
術
開

発
、
現
場
で
の
導
入
・
実
証

を
支
援
す
る
。

畜
産
・
酪
農
の
競
争
力
強

化
へ
、
肉
用
牛
肥
育
経
営
安

定
特
別
対
策
事
業
（
牛
マ
ル

キ
ン
）
な
ど
の
「
畜
産
・
酪

農
経
営
安
定
対
策
」
に
３
６

０
億
円
増
の
２
２
２
４
億
円

を
計
上
。
酪
農
家
や
肉
用
牛

農
家
の
労
働
負
担
軽
減
・
省

力
化
に
資
す
る
先
端
技
術
導

入
な
ど
を
支
援
す
る
「
Ｉ
Ｃ

Ｔ
を
活
用
し
た
畜
産
経
営
体

の
生
産
性
向
上
対
策
」
は
、

持
続
的
生
産
強
化
対
策
事
業

２
０
１
億
円
の
内
数
で
実
施

す
る
。

農
水
省
は
、
１２
月
１３
日
に
開
か
れ
た
食
料
・
農
業
・
農
村
政
策
審
議
会
畜
産
部
会
の

答
申
を
受
け
て
、
１９
年
度
畜
産
物
政
策
価
格
を
決
定
し
た
。
肉
用
子
牛
の
保
証
基
準
価

格
及
び
合
理
化
目
標
価
格
は
新
た
な
算
定
方
式
に
よ
り
、
全
品
種
で
大
幅
に
引
き
上
げ

ら
れ
た
。
加
工
原
料
乳
生
産
者
補
給
金
制
度
に
基
づ
く
交
付
単
価
は
、
補
給
金
と
集
送

乳
調
整
金
の
合
計
で
１
㌔
当
た
り
１４
銭
引
き
上
げ
ら
れ
、
１０
円
８０
銭
と
な
っ
た
。

政
府
は
１２
月
２１
日
、
１８
年

度
第
２
次
補
正
予
算
案
を
閣

議
決
定
。
農
林
水
産
関
係
は

総
額
５
０
２
７
億
円
を
計
上

し
た
。
柱
の
「
『
総
合
的
な

Ｔ
Ｐ
Ｐ
等
関
連
政
策
大
綱
』

に
基
づ
く
施
策
の
実
施
」
に

は
、
農
林
水
産
業
の
体
質
強

化
対
策
費
と
し
て
３
１
８
８

億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

そ
の
中
で
、
次
世
代
を
担

う
経
営
感
覚
に
優
れ
た
担
い

手
の
育
成
へ
、
農
地
集
積
・

集
約
化
を
加
速
す
る
「
農
地

の
更
な
る
大
区
画
化
・
汎
用

化
の
推
進
」
３
４
８
億
円
、

中
山
間
地
域
の
農
業
を
支
援

す
る
「
中
山
間
地
域
所
得
向

上
支
援
対
策
」
２
８
０
億
円

な
ど
を
措
置
し
た
。

畜
産
・
酪
農
収
益
力
強
化

総
合
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進

で
は
、
畜
産
・
酪
農
収
益
力

強
化
整
備
等
特
別
対
策
事
業

（
畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
）

に
５
６
０
億
円
を
確
保
。
引

き
続
き
、
地
域
の
収
益
性
向

上
に
必
要
な
機
械
導
入
や
施

設
整
備
、
家
畜
導
入
な
ど
を

支
援
す
る
。
チ
ー
ズ
向
け
原

料
乳
の
高
品
質
化
・
コ
ス
ト

低
減
に
向
け
た
取
り
組
み
な

ど
を
支
援
す
る
「
国
産
チ
ー

ズ
の
競
争
力
強
化
」
に
は
、

１
５
０
億
円
を
措
置
し
た
。

こ
の
他
、
２０
年
度
ま
で
の

３
年
間
で
集
中
的
に
実
施
す

る
「
重
要
イ
ン
フ
ラ
の
緊
急

点
検
等
を
踏
ま
え
た
防
災
・

減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め

の
緊
急
対
策
」
、
「
台
風
２４

号
等
の
災
害
へ
の
対
応
」
な

ど
を
柱
と
し
て
い
る
。

（
３
面
に
重
点
事
項
）

日
本
と
Ｅ
Ｕ（
欧
州
連
合
）

と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
（
経
済
連
携
協

定
）
が
２
月
１
日
に
発
効
す

る
。
日
本
と
Ｅ
Ｕ
は
１２
月
２１

日
、
同
協
定
発
効
の
た
め
の

国
内
手
続
き
が
完
了
し
た
こ

と
を
相
互
に
通
知
。
規
定
に

よ
り
、
通
知
の
翌
々
月
の
初

日
に
効
力
が
生
じ
る
。

世
界
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総

生
産
）
の
約
３
割
を
占
め
る

自
由
貿
易
圏
と
な
る
。
双
方

の
輸
入
品
の
ほ
と
ん
ど
で
関

税
が
撤
廃
さ
れ
る
。
日
本
の

輸
入
農
林
水
産
品
の
関
税

は
、
米
が
対
象
か
ら
除
外
さ

れ
た
も
の
の
、
約
８２
㌫
の
品

目
で
撤
廃
。
関
税
率
・
輸
入

枠
は
発
効
日
に
１
年
目
水

準
、
４
月
１
日
か
ら
は
２
年

目
水
準
と
な
る
。

特
に
Ｅ
Ｕ
の
競
争
力
の
強

い
チ
ー
ズ
や
豚
肉
の
輸
入
量

が
増
え
る
と
見
込
ま
れ
る
。

乳
製
品
で
は
、
チ
ェ
ダ
ー
・

ゴ
ー
ダ
等
の
ハ
ー
ド
系
チ
ー

ズ
の
関
税
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
同
水

準
、
カ
マ
ン
ベ
ー
ル
等
の
ソ

フ
ト
系
チ
ー
ズ
は
低
関
税
輸

入
枠
を
設
け
る
な
ど
、
Ｔ
Ｐ

Ｐ
を
上
回
る
自
由
化
を
受
け

入
れ
て
い
る
。
豚
肉
及
び
牛

肉
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
同
水
準
と
な

っ
て
い
る
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
発
効
に
続
く
自
由

貿
易
圏
の
拡
大
で
、
畜
産
・

酪
農
の
み
な
ら
ず
、
国
内
農

業
は
安
い
外
国
産
と
の
厳
し

い
競
争
と
な
る
。

１９年度畜産物価格１９年度畜産物価格

肉
用
子
牛
保
証
基
準

価
格
、大
幅
引
き
上
げ

加
工
原
料
乳

補
給
金
単
価

合
計
で
１４
銭
増
の
１０
円
８０
銭

１９年度予算

農
水
関
係
５.６
％
増
の
２
兆
4315
億
円

畜
産
・
酪
農
経
営
安
定
対
策
は
３６０
億
円
増

日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
２
月
に
発
効

謹 賀 新 年
（公社）全国開拓振興協会

役職員一同

１８
年
度
第
２
次
補
正
予
算
5027
億
円

畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
に
５６０
億
円

本
紙
は
無
償
で
提
供
し
て
い
ま
す
。

ご
希
望
の
方
は
お
知
ら
せ
下
さ
い
。
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カ
ナ
ダ
は
酪
農
で
大

き
く
譲
歩
し
た
の
か

北
米
自
由
貿
易
協
定
（
Ｎ
Ａ
Ｆ

Ｔ
Ａ
）
の
再
交
渉
が
決
着
し
、
新

し
い
米
加
合
意
の
発
表
に
際
し

て
、
米
国
は
カ
ナ
ダ
か
ら
獲
得
し

た
成
果
を
強
調
し
、
カ
ナ
ダ
の
酪

農
セ
ク
タ
ー
は
譲
歩
し
す
ぎ
だ
と

批
判
し
た
。
双
方
の
言
葉
を
額
面

通
り
受
け
取
っ
て
は
い
け
な
い
。

そ
の
実
は
、
特
に
酪
農
分
野
に
つ

い
て
、
米
国
は
一
応
カ
ナ
ダ
に
譲

歩
さ
せ
た
形
で
面
目
を
保
ち
、
カ

ナ
ダ
は
制
度
の
根
幹
を
完
全
に
守

っ
た
と
い
え
る
。

ま
ず
、
現
在
も
、
カ
ナ
ダ
の
牛

乳
・
乳
製
品
で
自
由
化
（
関
税
の

み
に
）
さ
れ
て
い
る
も
の
は
一
つ

も
な
い
。
す
べ
て
の
品
目
が
極
め

て
少
量
の
輸
入
枠
の
設
定
と
、
そ

れ
を
超
え
る
輸
入
に
対
す
る
禁
止

的
高
関
税
（
数
１
０
０
㌫
の
二
次

税
率
）
で
守
ら
れ
て
い
る
。
ホ
エ

イ
パ
ウ
ダ
ー
の
み
１０
年
後
に
二
次

税
率
を
な
く
す
こ
と
に
な
っ
て
い

る
。乳

製
品
の
輸
入
シ
ェ

ア
を
数
％
以
内
に
抑

え
る
の
が
国
是

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
新
し
い
米
加
協

定
で
、
生
乳
５
万
㌧（
６
年
目
）、

脱
脂
粉
乳
７
５
０
０
㌧（
６
年
目
）

な
ど
の
米
国
か
ら
の
輸
入
枠
を
新

た
に
約
束
し
た
が
、
こ
れ
は
米
国

を
含
め
た
Ｔ
Ｐ
Ｐ
合
意
で
も
同
じ

量
だ
っ
た
。
つ
ま
り
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
か

ら
米
国
が
抜
け
て
実
現
で
き
な
く

な
っ
た
米
国
枠
を
付
け
替
え
た
と

い
う
こ
と
で
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
追
加
さ

れ
た
純
増
で
は
な
い
。

実
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
受
け
入
れ
た

カ
ナ
ダ
の
牛
乳
・
乳
製
品
輸
入
枠

の
か
な
り
の
部
分
は
米
国
か
ら
の

輸
入
枠
だ
っ
た
と
推
察
さ
れ
る
。

な
ぜ
な
ら
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
は
、
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
と
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン

ド
か
ら
米
国
が
輸
入
枠
を
受
け
入

れ
、
そ
れ
を
米
国
が
カ
ナ
ダ
と
日

本
に
輸
入
枠
を
設
定
さ
せ
る
「
玉

突
き
」
合
意
（
図
参
照
）
が
で
き

て
い
た
か
ら
で
あ
る
。

乳
製
品
は
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン

ド
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
競
争
力

が
突
出
し
て
お
り
、
米
国
、
カ
ナ

ダ
、
日
本
は
、
全
面
的
な
関
税
撤

廃
を
し
た
ら
、
国
内
の
酪
農
が
も

た
な
い
。
米
国
で
も「
公
益
事
業
」

（
電
気
や
ガ
ス
と
同
じ
く
必
要
量

が
必
要
な
と
き
に
供
給
で
き
な
い

と
子
供
が
育
て
ら
れ
な
い
の
で
海

外
に
依
存
で
き
な
い
）
と
言
わ
れ

る
基
礎
食
料
で
あ
る
国
産
の
牛
乳

・
乳
製
品
を
守
る
た
め
に
は
、
全

面
的
開
放
は
と
て
も
で
き
な
い
。

米
国
は
関
税
撤
廃
せ
ず
に
、
ニ
ュ

ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
か
ら
輸
入
枠
の
拡
大
を
受
け
入

れ
る
一
方
、
そ
れ
と
同
等
か
、
そ

れ
以
上
の
米
国
か
ら
の
輸
入
枠
を

カ
ナ
ダ
と
日
本
に
認
め
さ
せ
よ
う

と
も
く
ろ
ん
だ
の
で
あ
る
。

カ
ナ
ダ
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
カ
ナ
ダ

牛
乳
・
乳
製
品
市
場
の
輸
入
シ
ェ

ア
が
３
・
２５
㌫
に
な
る
と
し
て
い

た
の
が
、
今
回
の
米
国
と
の
合
意

だ
け
で
３
・
５９
㌫
に
な
る
と
し
て

い
る
が
、
３
・
２５
㌫
の
か
な
り
の

割
合
を
占
め
て
い
た
米
国
の
分
が

抜
け
て
、
そ
れ
を
付
け
替
え
て
新

た
に
３
・
５９
㌫
に
な
っ
て
い
る
の

で
、
３
・
２５
と
３
・
５９
を
単
純
に

足
し
て
は
い
け
な
い
。
純
増
部
分

は
あ
る
が
、
合
計
で
、
輸
入
シ
ェ

ア
は
５
㌫
前
後
に
抑
え
ら
れ
て
い

る
と
推
察
さ
れ
る
。
な
ぜ
な
ら
、

筆
者
は
「
輸
入
シ
ェ
ア
を
数
㌫
以

内
に
抑
え
る
の
が
国
是
で
あ
る
」

と
従
来
か
ら
カ
ナ
ダ
政
府
か
ら
説

明
を
受
け
て
い
た
。

し
か
も
、
こ
う
し
た
輸
入
枠
は

実
は
最
低
輸
入
義
務
で
は
な
い
。

米
国
も
カ
ナ
ダ
も
同
様
だ
が
、
ガ

ッ
ト
・
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
で

設
定
し
た
乳
製
品
の
消
費
量
の
５

㌫
と
い
う
ミ
ニ
マ
ム
ア
ク
セ
ス
枠

は
両
国
と
も
せ
い
ぜ
い
２
〜
３
㌫

し
か
満
た
し
て
い
な
か
っ
た
。
コ

メ
や
乳
製
品
の
輸
入
枠
を
最
低
輸

入
義
務
と
し
て
実
行
し
て
（
さ
せ

ら
れ
て
）
い
る
の
は
日
本
だ
け
で

あ
る
。
そ
も
そ
も
、
牛
乳
・
乳
製

品
消
費
量
の
４０
㌫
も
輸
入
し
て
い

る
日
本
は
特
異
な
国
で
あ
る
。

ま
た
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
は
米
国
の
強

い
ハ
ー
ド
系
チ
ー
ズ
（
チ
ェ
ダ
ー

や
ゴ
ー
ダ
）
を
関
税
撤
廃
し
、
ソ

フ
ト
系
（
モ
ッ
ツ
ァ
レ
ラ
や
カ
マ

ン
ベ
ー
ル
）
は
守
っ
た
と
農
家
に

言
っ
た
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１２
が
頓
挫
し

た
直
後
、
「
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
を
Ｔ
Ｐ

Ｐ
を
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
に
し
て
、
そ

れ
以
上
譲
っ
て
い
い
か
ら
早
く
決

め
ろ
」
と
の
指
示
に
基
づ
き
、
Ｅ

Ｕ
が
競
争
力
の
あ
る
ソ
フ
ト
系
チ

ー
ズ
の
関
税
撤
廃
を
求
め
ら
れ
、

今
度
は
ソ
フ
ト
系
も
差
し
出
し
て

し
ま
い
（
無
税
枠
を
Ｅ
Ｕ
の
輸
入

量
に
応
じ
て
拡
大
し
て
い
く
方

式
）
、
結
局
、
実
質
的
に
チ
ー
ズ

は
全
面
的
自
由
化
に
な
っ
て
し
ま

い
、
そ
れ
を
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
米
国

に
も
譲
る（
予
定
）、
と
い
う「
自

由
化
ド
ミ
ノ
」
状
態
の
日
本
と
は

雲
泥
の
差
で
あ
る
。

強
固
な
乳
価
支
持
制

度
を
完
全
に
守
っ
た

も
う
一
つ
、
今
回
の
米
加
合
意

で
強
調
さ
れ
た
の
が
、
カ
ナ
ダ
が

２
０
１
７
年
３
月
に
新
た
に
設
け

た
用
途
別
乳
価
分
類
を
廃
止
さ
せ

た
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
具
体
的

に
は
、
ク
ラ
ス
６
と
７
（
限
外
ろ

過
乳
な
ど
を
用
途
と
す
る
生
乳
に

対
し
て
他
国
産
の
価
格
を
下
回
る

よ
う
設
定
）
を
追
加
し
た
が
、
米

国
か
ら
の
限
界
ろ
過
乳
の
輸
入
激

減
で
米
国
が
反
発
し
た
の
に
対
応

し
た
も
の
で
あ
る
。

廃
止
さ
れ
た
と
い
っ
て
も
、
つ

い
最
近
加
わ
っ
た
部
分
を
や
め

て
、
従
来
の
ク
ラ
ス
１
〜
５
の
乳

価
体
系
に
戻
っ
た
だ
け
で
あ
る
。

カ
ナ
ダ
の
乳
価
は
、
液
状
度
の
高

い
も
の
か
ら
ク
ラ
ス
１
ａ
（
飲
用

乳
）
↓
ク
ラ
ス
２
（
ア
イ
ス
ク
リ

ー
ム
等
）
↓
ク
ラ
ス
３
ａ
（
フ
レ

ッ
シ
ュ
・
チ
ー
ズ
等
）
↓
ク
ラ
ス

４
ａ
（
バ
タ
ー
・
粉
乳
）
ま
で
と

ク
ラ
ス
５
ａ
〜
ｄ
（
輸
入
代
替
・

輸
出
向
け
低
乳
価
）
を
加
え
た
１５

分
類
の
き
め
細
か
な
乳
価
体
系
が

あ
る
（
表
参
照
）
。

ま
ず
、
酪
農
家
の
生
産
費
を
カ

バ
ー
す
る
水
準
と
し
て
政
府
機
関

の
Ｃ
Ｄ
Ｃ（
カ
ナ
ダ
酪
農
委
員
会
）

の
乳
製
品
（
バ
タ
ー
・
脱
粉
）
支

持
価
格
（
買
上
価
格
）
と
そ
れ
に

見
合
う
メ
ー
カ
ー
支
払
い
可
能
乳

代
（
バ
タ
ー
・
脱
粉
向
け
）
が
セ

ッ
ト
で
設
定
さ
れ
、
そ
れ
が
各
州

の
ミ
ル
ク
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・

ボ
ー
ド
（
Ｍ
Ｍ
Ｂ
、
独
占
禁
止
法

の
適
用
除
外
法
に
基
づ
い
た
州
の

全
生
乳
の
独
占
的
集
乳
・
販
売
機

関
）
と
メ
ー
カ
ー
間
の
取
引
乳
価

（
バ
タ
ー
・
脱
粉
向
け
＝
ク
ラ
ス

４
ａ
）
と
し
て
適
用
さ
れ
、
そ
れ

以
外
の
用
途
の
取
引
乳
価
も
慣
行

的
な
価
格
差
に
基
づ
い
て
連
動
し

て
決
定
さ
れ
る
。

つ
ま
り
、
支
持
価
格
の
変
動
分

を
す
べ
て
の
用
途
の
取
引
乳
価
に

連
動
（
輸
入
代
替
・
輸
出
向
け
低

乳
価
の
ク
ラ
ス
５
は
国
際
価
格
に

連
動
）
さ
せ
て
自
動
的
に
改
訂
す

る
こ
と
で
生
産
者
側
と
メ
ー
カ
ー

側
が
合
意
し
て
い
る
。
こ
の
体
系

は
完
全
に
維
持
さ
れ
た
の
で
あ

る
。こ

の
よ
う
に
、
カ
ナ
ダ
は
多
少

譲
っ
た
か
に
見
せ
つ
つ
、
実
を
と

っ
た
。
戦
略
な
き
「
自
由
化
ド
ミ

ノ
」
の
開
放
に
陥
っ
た
日
本
と
は

ま
っ
た
く
違
う
。

米
国
を
除
く
１１
ヵ
国
に
よ

る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
が
昨
年
末
に
発

効
し
た
。
参
加
国
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ

（
国
内
総
生
産
）の
合
計
は
、

世
界
全
体
の
１３
㌫
を
占
め
、

人
口
は
５
億
人
を
超
え
る
。

日
本
が
締
結
し
た
通
商
協
定

で
は
、
最
大
の
自
由
化
と
な

る
。日

本
の
農
産
物
や
工
業
品

の
９５
㌫
の
品
目
で
、
関
税
が

撤
廃
さ
れ
る
。
豪
州
や
カ
ナ

ダ
な
ど
の
農
業
大
国
が
参
加

し
て
お
り
、
輸
入
量
の
増
加

で
国
内
農
畜
産
業
に
深
刻
な

影
響
を
及
ぼ
す
懸
念
が
あ

る
。特

に
畜
産
・
酪
農
で
影
響

が
大
き
い
と
み
ら
れ
る
。
肉

用
牛
肥
育
経
営
安
定
特
別
対

策
事
業
（
牛
マ
ル
キ
ン
）
と

養
豚
経
営
安
定
対
策
事
業

（
豚
マ
ル
キ
ン
）
は
発
効
日

に
法
制
化
さ
れ
、
補
て
ん
率

が
９
割
と
な
る
。
だ
が
、
輸

入
牛
肉
・
豚
肉
な
ど
の
関
税

は
大
き
く
引
き
下
げ
ら
れ

る
。▼

牛
肉
は
数
量
セ
ー
フ
ガ

ー
ド（
緊
急
輸
入
制
限
措
置
）

付
き
で
現
行
３８
・
５
㌫
の
関

税
を
段
階
的
に
削
減
す
る
。

豪
州
と
は
１５
年
に
Ｅ
Ｐ
Ａ

（
経
済
連
携
協
定
）
が
発
効

し
て
お
り
、
冷
蔵
品
と
冷
凍

品
を
区
別
し
て
い
る
Ｅ
Ｐ
Ａ

と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
低
い
方
の
関
税

率
が
適
用
さ
れ
る
。
１
年
目

（
１８
年
１２
月
３０
日
〜
１９
年
３

月
３１
日
）
に
２７
・
５
㌫
（
冷

凍
品
は
２６
・
９
㌫
）
と
大
き

く
下
が
る
。
４
月
か
ら
は
両

品
目
２６
・
６
㌫
、
１０
年
目
は

２０
・
０
㌫
、
１６
年
目
以
降
は

９
㌫
と
な
る
。

▼
豚
肉
の
差
額

関
税
制
度
と
分
岐

点
単
価
５
２
４
円

は
維
持
さ
れ
る
が
、
関
税
が

大
き
く
下
が
る
。１０
年
目
に
、

分
岐
点
単
価
よ
り
安
い
部
位

に
か
け
る
１
㌔
当
た
り
４
８

２
円
の
従
量
税
は
５０
円
ま
で

下
が
り
、
高
い
部
位
に
か
け

る
４
・
３
㌫
の
従
価
税
は
撤

廃
さ
れ
る
。
１１
年
目
ま
で
は

セ
ー
フ
ガ
ー
ド
を
措
置
す

る
。▼

乳
製
品
で
は
、
脱
脂
粉

乳
・
バ
タ
ー
は
既
存
の
国
家

貿
易
枠
の
ほ
か
に
民
間
貿
易

に
よ
る
低
関
税
率
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ

枠
を
設
け
る
。
合
計
で
６
万

㌧
（
生
乳
換
算
、
１
年
目
は

４
ヵ
月
分
の
２
万
㌧
）
か
ら

増
え
、
６
年
目
以
降
は
７
万

㌧
に
な
る
。
ホ
エ
ー（
乳
清
）

は
２１
年
目
、
チ
ェ
ダ
ー
や
ゴ

ー
ダ
の
ハ
ー
ド
系
チ
ー
ズ
な

ど
は
１６
年
目
に
関
税
が
撤
廃

さ
れ
る
。

牛
肉
、
豚
肉
の
セ
ー
フ
ガ

ー
ド
発
動
基
準
や
乳
製
品
の

Ｔ
Ｐ
Ｐ
枠
な
ど
は
、
参
加
し

て
い
た
米
国
を
含
む
１２
ヵ
国

の
数
量
の
ま
ま
と
な
っ
て
い

る
。
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
が
機
能

し
な
い
可
能
性
が
あ
る
。

政
府
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
の
影
響

試
算
で
、
農
林
水
産
物
の
生

産
量
は
維
持
さ
れ
、
生
産
額

は
約
９
０
０
〜
１
５
０
０
億

円
の
減
少
に
と
ど
ま
る
と
し

て
い
る
。
識
者
か
ら
は
政
府

試
算
が
過
小
評
価
と
の
指
摘

が
あ
る
。
競
争
力
強
化
の
支

援
策
な
ど
国
内
対
策
の
着
実

な
実
施
が
求
め
ら
れ
る
。

肥
後
開
拓
農
協
は
１２
月

７
日
、
熊
本
県
錦
町
の
ゼ
ン

カ
イ
ミ
ー
ト
㈱
で
１８
年
度
枝

肉
共
進
会
を
開
催
し
た
。
今

年
度
は
、
１２
組
合
員
か
ら
２

頭
ず
つ
計
２４
頭
の
交
雑
種
去

勢
が
出
品
さ
れ
た
。

審
査
の
結
果
、
最
優
秀
賞

は
藤
田
幹
男
氏
の
出
品
牛

（
２４
・
２
ヵ
月
齢
、
枝
肉
重

量
５
５
５
・
８
㎏
、
ロ
ー
ス

芯
面
積
７１
㎠
、
バ
ラ
の
厚
さ

７
・
８
㎝
、
Ｂ
Ｍ
Ｓ
№
８
、

格
付
Ａ
５
、
種
雄
牛
は
「
茂

晴
国
」
）
が
受
賞
し
た
。

出
品
牛
全
体
の
平
均
枝
肉

重
量
は
５
６
８
・
５
㎏
、
３

等
級
以
上
が
７５
㌫
、
４
等
級

以
上
が
２５
㌫
と
、
い
ず
れ
も

前
年
度
を
上
回
る
好
成
績
だ

っ
た
。

入
賞
牛
の
出
品
者
は
次
の

と
お
り
。

最
優
秀
賞

藤
田
幹
男

優
秀
賞

辻
浦

守

優
良
賞

荒
木
敏
雄

食
料
・
農
業
知
っ
て
お
き
た
い
話

第
７３
回

Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
発
効

守
る
べ
き
も
の
を
絶
対
守
る
カ
ナ
ダ
と

次
々
差
し
出
す
日
本

牛
肉
等
の
関
税
引
き
下
げ

東
京
大
学
教
授
鈴
木
宣
弘
氏

藤
田
氏
が
最
優
秀
賞

交
雑
種
去
勢
２４
ヵ
月
齢
・
Ａ
５

肥
後
開
拓
農
協
枝
肉
共
進
会
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農
水
省
は
１２
月
２５
日
、
１７

年
農
業
総
産
出
額
及
び
生
産

農
業
所
得
を
発
表
し
た
。
全

国
の
農
業
総
産
出
額
、
生
産

農
業
所
得
は
と
も
に
３
年
連

続
で
増
加
し
、
高
い
水
準
と

な
っ
た
。

農
業
総
産
出
額
は
、
品
目

別
生
産
量
に
品
目
別
農
家
庭

先
販
売
価
格
を
乗
じ
た
金

額
。
米
の
消
費
減
退
に
よ
る

産
出
額
の
減
少
が
主
因
で
１４

年
ま
で
長
期
的
に
減
少
し
て

き
た
が
、
１５
年
以
降
は
連
続

で
増
加
。
１７
年
は
、
米
の
需

要
に
応
じ
た
生
産
の
進
展
な

ど
で
、
前
年
に
比
べ
７
１
７

億
円（
０
・
８
㌫
）増
加
し
、

９
兆
２
７
４
２
億
円
と
、
２

０
０
０
年
以
降
で
最
も
高
い

水
準
と
な
っ
た
。

同
産
出
額
を
品
目
別
に
み

る
と
、
米
は
前
年
に
比
べ
８

０
８
億
円
（
４
・
９
㌫
）
増

の
１
兆
７
３
５
７
億
円
。
１５

年
以
降
、
主
食
用
米
か
ら
主

食
用
米
以
外
の
作
物
へ
の
転

換
が
進
む
な
ど
、
需
要
に
応

じ
た
生
産
の
推
進
に
よ
り
、

３
年
連
続
で
超
過
作
付
け
が

解
消
さ
れ
、
主
食
用
米
の
価

格
が
回
復
し
た
。

野
菜
は
１
０
５
９
億
円

（
４
・
１
㌫
）
減
の
２
兆
４

５
０
８
億
円
。
食
の
外
部
化

志
向
に
よ
り
伸
び
る
加
工
・

業
務
用
野
菜
へ
の
国
産
品
で

の
対
応
の
取
り
組
み
が
進
ん

だ
。
生
産
量
が
前
年
よ
り
増

加
し
た
一
方
、
価
格
は
堅
調

に
推
移
し
た
前
年
よ
り
も
低

下
し
た
こ
と
が
影
響
し
た
。

果
実
は
１
１
７
億
円
（
１

・
４
㌫
）
増
の
８
４
５
０
億

円
。
生
育
期
間
中
の
天
候
不

順
や
台
風
な
ど
の
影
響
で
、

リ
ン
ゴ
、
柿
で
品
質
が
低
下

し
、
価
格
が
下
が
っ
た
。
一

方
、
高
品
質
で
、
簡
便
化
志

向
に
も
対
応
し
た
ブ
ド
ウ

（
シ
ャ
イ
ン
マ
ス
カ
ッ
ト
な

ど
）
の
栽
培
が
拡
大
す
る
と

と
も
に
、
価
格
も
上
昇
し
た

こ
と
が
寄
与
し
た
。

畜
産
で
は
、
生
乳
が
１１
億

円
（
０
・
１
㌫
）
増
の
７
４

０
２
億
円
。
牛
乳
類
の
消
費

は
概
ね
横
ば
い
で
推
移
し

た
。
一
方
、
健
康
機
能
が
評

価
さ
れ
て
い
る
チ
ー
ズ
や
引

き
合
い
の
強
い
バ
タ
ー
は
、

実
需
者
が
必
要
と
す
る
生
乳

生
産
量
を
確
保
で
き
な
か
っ

た
こ
と
か
ら
、
総
合
乳
価
が

上
昇
し
た
。

肉
用
牛
は
７９
億
円
（
１
・

１
㌫
）減
の
７
３
１
２
億
円
。

輸
出
解
禁
に
よ
る
輸
出
先
国

の
拡
大
に
よ
り
、
和
牛
の
輸

出
額
が
増
加
し
た
一
方
、
生

産
量
の
増
加
に
と
も
な
い
交

雑
種
を
中
心
に
枝
肉
価
格
が

低
下
し
た
。
豚
は
３
７
２
億

円
（
６
・
１
㌫
）
増
の
６
４

９
４
億
円
。
家
計
消
費
を
中

心
に
需
要
が
堅
調
に
推
移

し
、
価
格
が
上
昇
し
た
。

生
産
農
業
所
得
は
、
農
業

総
産
出
額
か
ら
物
的
経
費
を

控
除
し
、
補
助
金
を
加
え
た

金
額
。
総
産
出
額
の
減
少
や

生
産
資
材
価
格
の
上
昇
に
よ

り
、
１４
年
ま
で
長
期
的
に
減

少
し
て
き
た
が
、
１５
年
以
降

は
連
続
で
増
加
。
１７
年
は
５８

億
円（
０
・
２
㌫
）増
加
し
、

３
兆
７
６
１
６
億
円
と
な
っ

た
。原

油
価
格
の
上
昇
で
光
熱

動
力
費
が
増
加
し
た
も
の

の
、
米
な
ど
の
産
出
額
の
増

加
に
よ
り
総
産
出
額
が
増
え

た
こ
と
か
ら
、前
年
に
続
き
、

高
い
水
準
を
維
持
し
た
。
１

９
９
９
年
以
降
で
最
も
高
い

水
準
と
な
っ
た
。

１８
年
度
第
２
次
補
正
予
算

案
の
う
ち
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
等
関
連

対
策
及
び
災
害
対
応
の
概
要

は
次
の
と
お
り
。

◆
「
総
合
的
な
Ｔ
Ｐ
Ｐ
等

関
連
政
策
大
綱
に
基
づ
く
施

策
の
実
施

１

次
世
代
を
担
う
経
営

感
覚
に
優
れ
た
担
い
手
の
育

成
①
農
地
の
更
な
る
大
区
画

化
・
汎
用
化
の
推
進〈
公
共
〉

３
４
８
億
円

農
地
中
間
管
理
事
業
の
重

点
実
施
区
域
等
に
お
い
て
、

担
い
手
へ
の
農
地
集
積
・
集

約
化
を
加
速
化
し
、
米
の
生

産
コ
ス
ト
の
大
幅
な
削
減
等

の
た
め
、
農
地
の
大
区
画
化

や
排
水
対
策
、
水
管
理
の
省

力
化
等
の
た
め
の
整
備
を
推

進
②
中
山
間
地
域
所
得
向
上

支
援
対
策

２
８
０
億
円

（
本
体
８０
億
円
、
関
連
事
業

に
よ
る
優
先
枠
２
０
０
億

円
、
う
ち
畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー

事
業
の
優
先
枠
４０
億
円
）

中
山
間
地
域
に
お
い
て
、

収
益
性
の
高
い
農
産
物
の
生

産
・
販
売
等
に
本
格
的
に
取

り
組
む
場
合
に
、
所
得
向
上

に
向
け
た
実
践
的
な
計
画
策

定
、
水
田
の
畑
地
化
等
の
基

盤
整
備
、
生
産
・
販
売
等
の

施
設
整
備
等
を
総
合
的
に
支

援
２

国
際
競
争
力
の
あ
る

産
地
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促

進
①
産
地
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事

業

４
０
０
億
円

地
域
の
営
農
戦
略
と
し
て

定
め
た
「
産
地
パ
ワ
ー
ア
ッ

プ
計
画
」
に
基
づ
き
、
意
欲

あ
る
農
業
者
等
が
取
り
組
む

高
性
能
機
械
・
施
設
の
導
入

や
集
出
荷
施
設
等
の
再
編
、

改
植
等
に
よ
る
高
収
益
作
物

・
栽
培
体
系
へ
の
転
換
を
支

援
②
水
田
の
畑
地
化
、
畑
地

・
樹
園
地
の
高
機
能
化
等
の

推
進
〈
公
共
〉
５
１
８
億
円

高
収
益
作
物
を
中
心
と
し

た
営
農
体
系
へ
の
転
換
を
促

進
す
る
た
め
、
排
水
改
良
等

に
よ
る
水
田
の
畑
地
化
・
汎

用
化
や
、
畑
地
か
ん
が
い
施

設
の
整
備
等
に
よ
る
畑
地
・

樹
園
地
の
高
機
能
化
等
の
基

盤
整
備
を
推
進

③
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の

開
発
・
実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

６２
億
円

国
際
競
争
力
の
強
化
に
向

け
て
、ロ
ボ
ッ
ト
や
Ａ
Ｉ（
人

工
知
能
）
、
様
々
な
モ
ノ
を

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
つ
な
ぐ

「
Ｉ
ｏ
Ｔ
」
な
ど
の
先
端
技

術
を
活
用
し
た
「
ス
マ
ー
ト

農
業
」
の
社
会
実
装
を
加
速

化
す
る
た
め
、
生
産
か
ら
出

荷
ま
で
一
貫
し
た
体
系
と
し

て
速
や
か
に
現
場
に
導
入
・

実
証
す
る
こ
と
等
を
支
援

３

畜
産
・
酪
農
収
益
力

強
化
総
合
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

推
進①

畜
産
・
酪
農
収
益
力
強

化
整
備
等
特
別
対
策
事
業

（
畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
）

５
６
０
億
円

畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
計
画
を

策
定
し
た
地
域
に
対
し
、
地

域
の
収
益
性
向
上
等
に
必
要

な
機
械
導
入
や
施
設
整
備
、

施
設
整
備
と
一
体
的
な
家
畜

導
入
等
を
支
援

②
国
産
チ
ー
ズ
の
競
争
力

強
化

１
５
０
億
円

国
産
ナ
チ
ュ
ラ
ル
チ
ー
ズ

等
の
競
争
力
強
化
を
図
る
た

め
、
酪
農
家
に
よ
る
チ
ー
ズ

向
け
原
料
乳
の
高
品
質
化
・

コ
ス
ト
低
減
、
チ
ー
ズ
工
房

等
に
よ
る
生
産
性
向
上
と
技

術
研
修
、
国
際
コ
ン
テ
ス
ト

へ
の
参
加
等
の
品
質
向
上
・

ブ
ラ
ン
ド
化
、
国
産
チ
ー
ズ

の
需
要
拡
大
に
向
け
た
取
り

組
み
等
を
支
援

③
畜
産
・
酪
農
生
産
力
強

化
対
策
事
業

１０
億
円

性
選
別
精
液
を
活
用
し
た

優
良
な
乳
用
後
継
牛
の
確
保

や
和
牛
受
精
卵
を
活
用
し
た

肉
用
子
牛
の
生
産
拡
大
、
新

技
術
を
活
用
し
た
繁
殖
性
の

向
上
、
種
豚
の
改
良
に
よ
る

生
産
性
の
向
上
等
を
支
援

④
飼
料
生
産
基
盤
利
活
用

促
進
緊
急
対
策
事
業

５
億

円
難
防
除
雑
草
の
駆
除
、
高

品
質
な
完
全
混
合
飼
料
（
Ｔ

Ｍ
Ｒ
）
の
安
定
供
給
、
公
共

牧
場
の
機
能
強
化
を
支
援

◆
台
風
２４
号
等
の
災
害
へ

の
対
応

①
災
害
復
旧
等
事
業
〈
公

共
〉
３
３
６
億
円

被
災
し
た
農
地
・
農
業
用

施
設
、
治
山
施
設
、
林
道
施

設
、
漁
港
施
設
等
の
速
や
か

な
復
旧
等
を
実
施

②
被
災
農
業
者
向
け
経
営

体
育
成
支
援
事
業

２
１
６

億
円被

災
し
た
農
業
者
が
農
業

経
営
を
維
持
し
て
い
く
た

め
、
農
業
用
ハ
ウ
ス
・
農
業

用
機
械
等
の
再
建
・
修
繕（
被

災
し
た
施
設
の
撤
去
を
含

む
）
を
支
援

群
馬
県
北
部
の
利
根
郡
昭

和
村
は
農
業
が
盛
ん
で
、
レ

タ
ス
や
ハ
ク
サ
イ
、
ホ
ウ
レ

ン
ソ
ウ
な
ど
高
原
野
菜
の
産

地
。
そ
の
中
心
地
が
赤
城
高

原
開
拓
地
だ
。

赤
城
山
の
北
麓
の
同
開
拓

地
は
、
旧
陸
軍
の
演
習
地
だ

っ
た
。
標
高
４
０
０
〜
８
０

０
㍍
の
高
冷
地
帯
。
飲
料
水

を
得
る
こ
と
す
ら
困
難
な
未

墾
地
だ
っ
た
。
開
拓
者
は
主

に
手
作
業
で
開
墾
し
た
。
晩

霜
害
や
集
中
豪
雨
な
ど
の
自

然
災
害
が
多
か
っ
た
。ま
た
、

火
山
灰
土
壌
で
軽
石
が
多

く
、
干
ば
つ
害
を
受
け
や
す

か
っ
た
。
厳
し
い
自
然
条
件

下
で
、
作
物
は
思
う
よ
う
に

育
た
な
か
っ
た
。

入
植
当
初
は
雑
穀
類
の
生

産
だ
っ
た
が
、
よ
う
や
く
畑

地
か
ん
が
い
施
設
が
完
成

し
、
１
９
６
５
（
昭
和
４０
）

年
代
、
野
菜
専
業
に
転
換
。

生
産
量
が
年
ご
と
に
増
加

し
、
高
原
野
菜
の
供
給
基
地

と
な
っ
た
。

赤
城
原
地
区
に
赤
城
開
拓

農
協
、
追
分
地
区
に
赤
城
高

原
開
拓
農
協
が
あ
っ
た
。
関

越
自
動
車
道
の
昭
和
イ
ン
タ

ー
を
降
り
て
、
５
分
位
の
所

に
開
拓
記
念
碑
が
あ
る
。
赤

城
開
拓
農
協
が
８４（
昭
和
５９
）

年
に
建
立
し
た
も
の
で
、
碑

銘
は
「
赤
城
原

開
拓
記
念

碑
」。
隣
に
碑
銘
板
が
あ
り
、

開
拓
期
の
あ
ら
ま
し
が
記
さ

れ
て
い
る
。

４６
（
昭
和
２１
）
年
４
月
か

ら
５２
年
４
月
ま
で
に
８９
戸
が

入
植
。
碑
文
に
は
「
こ
の
荒

野
に
樹
木
を
伐
採
し
て
カ
ヤ

葺
の
掘
立
小
屋
を
造
り

大

き
な
木
の
切
り
株
や
カ
ヤ
株

等
の
抜
根
に
悪
戦
苦
闘
し

現
在
の
機
械
化
と
違
っ
て
一

鍬
一
鍬
の
開
墾
は
実
に
血
と

汗
の
結
晶
で
あ
っ
た
」
と
、

困
難
に
立
ち
向
か
っ
た
状
況

が
刻
ま
れ
て
い
る
。

２
月
か
ら
３
月
中
旬
に
か

け
て
予
定
さ
れ
て
い
る
、
開

拓
組
織
及
び
関
係
機
関
の
主

な
行
事
は
次
の
と
お
り
。

２
月

１
日

全
開
連
総
務
責
任
者

会
議
（
東
京
）

８
〜
９
日

関
東
地
区
開
拓

営
農
推
進
協
議
会
研
修

会
（
栃
木
）

１３
〜
１４
日

九
州
開
拓
連
絡

協
議
会
開
拓
牛
部
会
研

修
会
（
長
崎
）

１９
日

全
日
本
開
拓
者
連
盟

農
水
省
と
の
「
１９
年
度

畜
産
・
酪
農
の
振
興
に

関
す
る
意
見
交
換
会
」

（
東
京
）

２１
〜
２２
日

全
開
連
開
拓
系

統
生
産
指
導
担
当
職
員

研
修
会
（
東
京
）

３
月

１
日

開
拓
な
が
さ
き
農
協

畜
産
共
進
会

６
日

全
開
連
理
事
会

全
国
開
拓
振
興
協
会

理
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

中
央
常
任
委
員
会

７
日

全
開
連
監
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

・
全
国
開
拓
振
興
協
会

北
海
道
・
東
北
・
中
部

関
西
ブ
ロ
ッ
ク
会
議

（
東
京
会
場
）

１４
日

同
九
州
ブ
ロ
ッ
ク
会

議
（
福
岡
会
場
）

農
業
総
産
出
額
が
３
年
連
続
増

１７
年

生
産
農
業
所
得
も
高
水
準

１８
年
度
農
水
関
係
補
正
予
算
の
重
点
事
項

１８
年
度
農
水
関
係
補
正
予
算
の
重
点
事
項

「赤城原 開拓記念碑」
群馬県利根郡昭和村
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農
水
省
は
こ
の
ほ
ど
、「
１７

年
個
別
経
営
の
営
農
類
型
別

経
営
統
計
（
畑
作
・
野
菜
作

・
果
樹
作
・
花
き
作
経
営
）」

を
公
表
し
た
。
す
べ
て
の
営

農
類
型
の
１
経
営
体
当
た
り

経
営
費
が
増
加
し
た
。
生
産

者
の
負
担
が
大
き
く
な
っ
た

こ
と
に
よ
り
、
畑
作
以
外
の

す
べ
て
で
粗
収
益
・
所
得
が

減
少
。
多
く
の
営
農
類
型
で

増
加
し
た
昨
年
か
ら
転
じ

て
、厳
し
い
傾
向
と
な
っ
た
。

畑
作

畑
作
経
営（
全
国
）の
１
経

営
体
当
た
り
農
業
粗
収
益
は

９
５
４
万
円
で
、前
年
に
比

べ
１０
・
５
㌫
増
加
し
た（
表

１
）。農業

経
営
費
は
６
０
６
万

円
で
、
１
・
９
㌫
増
加
。
農

業
所
得
は
３
４
８
万
円
で
、

２９
・
６
㌫
増
加
し
た
。

北
海
道
の
１
経
営
体
当
た

り
農
業
粗
収
益
は
３
７
６
５

万
円
で
、
麦
類
・
豆
類
・
ば
れ

い
し
ょ
・
て
ん
さ
い
の
す
べ

て
で
増
加
と
な
り
、
前
年
に

比
べ
て
１５
・
４
㌫
増
加
し
た
。

農
業
経
営
費
は
２
４
０
１
万

円
で
、
光
熱
動
力
費
や
農
機

具
費
の
上
昇
に
よ
り
、
３
・

４
㌫
増
加
し
た
。
各
作
物
の

収
益
が
伸
び
た
こ
と
に
よ

り
、
農
業
所
得
は
１
３
６
４

万
円
と
な
り
、
４４
・
９
㌫
増

加
し
た
。

都
府
県
の
１
経
営
体
当
た

り
農
業
粗
収
益
は
５
４
３
万

円
で
、
か
ん
し
ょ
及
び
ば
れ

い
し
ょ
で
減
っ
た
も
の
の
、

茶
・
さ
と
う
き
び
で
増
加
し

た
こ
と
に
よ
り
、
６
・
４
㌫

増
え
た
。
農
業
経
営
費
は
３

４
４
万
円
で
、
種
苗
・
苗
木

費
や
雇
用
労
賃
は
減
っ
た
も

の
の
、
光
熱
動
力
費
や
農
機

具
費
が
上
昇
し
た
こ
と
に
よ

り
、
１
・
０
㌫
増
加
し
た
。

農
業
所
得
は
１
９
９
万
円
と

な
り
、１７
・
２
㌫
増
加
し
た
。

露
地
野
菜

露
地
野
菜
（
全
国
）
の
１

経
営
体
当
た
り
農
業
粗
収
益

は
６
０
２
万
円
で
、
果
菜
類

・
葉
茎
菜
類
・
根
菜
類
い
ず

れ
も
減
少
し
、
前
年
に
比
べ

て
１
・
０
㌫
減
少
し
た
。

農
業
経
営
費
は
３
６
８
万

円
で
、
雇
用
労
賃
・
農
薬
費

・
光
熱
動
力
費
・
農
機
具
費

が
上
昇
し
た
こ
と
に
よ
り
、

前
年
に
比
べ
て
１
・
０
㌫
減

少
し
た
。
農
業
所
得
は
２
３

４
万
円
と
な
り
、
３
・
９
㌫

減
少
し
た
（
表
２
）
。

施
設
野
菜

施
設
野
菜
（
全
国
）
の
１

経
営
体
当
た
り
農
業
粗
収
益

は
１
２
５
０
万
円
で
、
葉
茎

菜
類
は
増
収
し
た
が
、
果
菜

類
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ

り
、
２
・
４
㌫
減
少
し
た
。

農
業
経
営
費
は
７
４
３
万

円
で
、
農
薬
費
・
光
熱
動
力

費
な
ど
が
上
が
っ
た
こ
と
に

よ
り
、
１
・
９
㌫
上
昇
し
た
。

農
業
所
得
は
５
０
７
万
円

で
、
８
・
２
㌫
減
少
し
た
。

果
樹
作

果
樹
作
経
営
の
１
経
営
体

当
た
り
農
業
粗
収
益
は
５
９

４
万
円
で
、
リ
ン
ゴ
・
温
州

ミ
カ
ン
な
ど
が
減
っ
た
こ
と

に
よ
り
、
２
・
５
㌫
減
少
し

た
。農

業
経
営
費
は
３
６
８
万

円
で
、
肥
料
費
や
雇
用
労
賃

な
ど
は
減
少
し
た
も
の
の
、

光
熱
動
力
費
・
農
機
具
費
な

ど
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ

り
、
１
・
６
㌫
増
加
し
た
。

農
業
所
得
は
２
２
６
万
円
と

な
り
、
８
・
５
㌫
減
少
し

た
。露

地
花
き
作

露
地
花
き
作
経
営（
全
国
）

の
１
経
営
体
当
た
り
農
業
粗

収
益
は
６
３
６
万
円
で
、
切

り
花
（
キ
ク
な
ど
）
の
収
入

が
減
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
前

年
に
比
べ
て
８
・
７
㌫
減
少

し
た
。

農
業
経
営
費
は
４
４
７
万

円
で
、
雇
用
労
賃
・
肥
料
費

な
ど
は
減
少
し
た
も
の
の
、

農
薬
費
・
光
熱
動
力
費
な
ど

が
増
え
た
こ
と
に
よ
り
１
・

０
㌫
増
加
し
た
。
農
業
所
得

は
１
８
９
万
円
で
、
２５
・
７

㌫
の
減
少
と
な
っ
た
。

施
設
花
き
作

施
設
花
き
作
経
営（
全
国
）

の
１
経
営
体
当
た
り
農
業
粗

収
益
は
１
４
４
７
万
円
で
、

切
り
花
・
鉢
物
の
収
入
が
減

っ
た
こ
と
に
よ
り
、
６
・
２

㌫
減
少
し
た
。

農
業
経
営
費
は
１
０
９
８

万
円
で
、
雇
用
労
賃
・
農
機

具
費
は
減
少
し
た
も
の
の
、

農
薬
費
と
包
装
荷
造
・
運
搬

等
料
金
が
増
加
し
た
こ
と
に

加
え
、
光
熱
動
力
費
が
大
き

く
増
加
し
た
こ
と
か
ら
、
１

・
３
㌫
の
増
加
と
な
っ
た
。

農
業
所
得
は
３
４
９
万
円

で
、
２４
・
０
㌫
の
減
少
と
な

っ
た
。

農
水
省
が
こ
の
ほ
ど
公
表

し
た
「
１９
年
度
夏
秋
野
菜
等

の
需
給
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に

よ
る
と
、
ミ
ニ
ト
マ
ト
で
需

要
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い

る
。我

が
国
の
主
要
な
野
菜
の

需
給
に
即
し
た
生
産
を
図
る

た
め
、
毎
年
、
夏
秋
野
菜
の

需
要
量
、
供
給
量
、
作
付
面

積
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

を
策
定
し
て
い
る
も
の
。
同

省
が
お
お
む
ね
５
年
ご
と
に

策
定
・
公
表
し
て
い
る
「
指

定
野
菜
の
需
要
及
び
供
給
の

見
通
し
」
や
直
近
の
需
給
動

向
を
踏
ま
え
て
行
っ
て
い

る
。需

要
量
が
１７
年
実
績
よ
り

増
加
す
る
と
予
測
さ
れ
て
い

る
品
目
は
、
「
夏
秋
ミ
ニ
ト

マ
ト
」
が
９
・
７
㌫
増
と
最

も
高
く
、
次
い
で
「
秋
冬
サ

ト
イ
モ
」３
・
８
㌫
増
、「
夏

秋
ナ
ス
」
３
・
１
㌫
増
な
ど

と
な
っ
て
い
る
。

需
要
量
が
減
少
す
る
と
予

測
さ
れ
て
い
る
品
目
は
「
夏

秋
ピ
ー
マ
ン
」
が
４
・
２
㌫

減
。
次
い
で「
夏
ダ
イ
コ
ン
」

４
・
１
㌫
減
、
「
秋
ニ
ン
ジ

ン
」
４
・
０
㌫
減
な
ど
。

供
給
量
が
増
加
す
る
と
予

測
さ
れ
て
い
る
品
目
は
需
要

と
同
じ
く
「
夏
秋
ミ
ニ
ト
マ

ト
」
で
、
９
・
５
㌫
増
と
最

も
高
い
。
次
い
で
「
秋
冬
サ

ト
イ
モ
」３
・
８
㌫
増
、「
夏

秋
キ
ャ
ベ
ツ
」
３
・
４
㌫
増

な
ど
。

供
給
量
が
減
少
す
る
と
予

測
さ
れ
て
い
る
品
目
は
「
夏

秋
ピ
ー
マ
ン
」
で
、
４
・
２

㌫
減
。
次
い
で
「
夏
ダ
イ
コ

ン
」
４
・
１
㌫
減
、
「
夏
ハ

ク
サ
イ
」３
・
６
㌫
減
な
ど
。

国
内
供
給
量
が
増
加
す
る

と
予
測
さ
れ
て
い
る
品
目
は

「
夏
秋
ミ
ニ
ト
マ
ト
」
で
１０

・
３
㌫
増
と
最
も
高
く
、
次

い
で
「
秋
冬
ネ
ギ
」
７
・
９

㌫
増
、
「
秋
冬
サ
ト
イ
モ
」

４
・
２
㌫
増
な
ど
。

国
内
供
給
量
が
減
少
す
る

と
予
測
さ
れ
て
い
る
品
目
は

「
夏
秋
キ
ャ
ベ
ツ
」
４
・
０

㌫
減
、
次
い
で
「
夏
ダ
イ
コ

ン
」
３
・
８
㌫
減
、
「
夏
ハ

ク
サ
イ
」３
・
５
㌫
減
な
ど
。

作
付
面
積
が
増
加
す
る
と

予
測
さ
れ
て
い
る
品
目
は
、

「
夏
秋
ミ
ニ
ト
マ
ト
」
が
３

・
９
㌫
増
と
最
も
高
く
、
次

い
で
「
夏
秋
レ
タ
ス
」
が
１

・
１
㌫
増
と
な
っ
た
。
な
お
、

２
品
目
以
外
の
す
べ
て
で
面

積
が
減
る
予
測
。

作
付
面
積
が
減
少
す
る
と

予
測
さ
れ
て
い
る
品
目
は
、

「
秋
ニ
ン
ジ
ン
」が
２
・
５
㌫

減
。
次
い
で
「
秋
冬
サ
ト
イ

モ
」
２
・
４
㌫
減
、
「
夏
ダ

イ
コ
ン
」１
・
９
㌫
減
な
ど
。

１９
年
の
夏
秋
野
菜
は
、
ミ

ニ
ト
マ
ト
の
需
給
量
が
大
き

く
伸
び
る
予
測
。
同
省
は
、

全
国
の
生
産
者
な
ど
が
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
を
参
考
と
し
て
供

給
計
画
を
策
定
し
、
そ
れ
に

即
し
た
野
菜
の
出
荷
に
努
め

る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

農
林
水
産
技
術
会
議
事

務
局
は
こ
の
ほ
ど
、
１８
年

農
林
水
産
研
究
成
果
１０
大

ト
ピ
ッ
ク
ス
を
選
定
し

た
。
１
年
間
に
新
聞
記
事

に
な
っ
た
公
立
試
験
研
究

機
関
や
大
学
な
ど
の
農
林

水
産
研
究
成
果
の
う
ち
、

内
容
に
優
れ
る
と
と
も
に

社
会
的
関
心
が
高
い
と
考

え
ら
れ
る
１０
課
題
を
農
業

技
術
ク
ラ
ブ
（
本
紙
を
含

む
農
業
関
係
専
門
紙
・
誌

な
ど
２８
社
加
盟
）
の
会
員

の
投
票
を
得
て
選
定
し
た

も
の
。

１８
年
は
ゲ
ノ
ム
ブ
ー
ム

で
、
従
来
不
明
だ
っ
た
植

物
の
ゲ
ノ
ム
配
列
の
解
読

や
、
有
用
品
種
の
開
発
の

た
め
の
ゲ
ノ
ム
編
集
技
術

な
ど
が
選
定
さ
れ
た
。

選
定
さ
れ
た
１０
大
ト
ピ

ッ
ク
ス
は
次
の
と
お
り

（
番
号
は
順
位
）
。

①
た
め
池
防
災
支
援
シ

ス
テ
ム
を
開
発
―
地
震
・

豪
雨
時
に
た
め
池
の
決
壊

危
険
度
を
配
信

②
多
収
で
倒
状
や
病
害

虫
に
強
く
飼
料
用
米
に
適

し
た
水
稲
新
品
種
「
み
な

ち
か
ら
」
を
育
成
―
関
東

以
西
の
地
域
で
の
飼
料
用

米
の
安
定
生
産
に
期
待

③
野
菜
用
の
高
速
局
所

施
肥
機
を
開
発
―
高
精
度

肥
料
散
布
・
高
肥
料
効
率

・
高
速
作
業
を
実
現
（
本

紙
７
２
０
号
で
紹
介
）

④
熱
だ
け
で
イ
チ
ゴ
苗

の
病
害
虫
を
ま
と
め
て
防

除
―
蒸
熱
処
理
防
除
装
置

の
小
型
実
用
化
と
利
用
マ

ニ
ュ
ア
ル
作
成

⑤
ロ
ボ
ッ
ト
ト
ラ
ク
タ

対
応
の
リ
バ
ー
シ
ブ
ル
プ

ラ
ウ
自
動
反
転
装
置
を
開

発
―
プ
ラ
ウ
耕
の
無
人
化

に
よ
り
大
規
模
畑
作
で
の

大
幅
な
省
力
化
を
実
現

⑥
未
利
用
バ
イ
オ
マ
ス

資
源
で
ア
メ
リ
カ
ミ
ズ
ア

ブ
を
生
産
、
水
畜
産
飼
料

化
に
め
ど

⑦
培
養
不
要
で
多
様
な

作
物
に
使
え
る
革
新
的
な

植
物
ゲ
ノ
ム
編
集
技
術
の

開
発⑧

温
州
ミ
カ
ン
の
ゲ
ノ

ム
解
読
―
品
種
改
良
の
加

速
化
に
期
待

⑨
抵
抗
性
害
虫
の
出
現

を
遅
延
さ
せ
る
た
め
の
殺

虫
剤
施
用
戦
略
―
複
数
剤

の「
世
代
内
施
用
」と「
世

代
間
交
互
施
用
」
を
比
較

（
本
紙
７
１
６
号
で
紹
介
）

⑩
小
麦
の
ゲ
ノ
ム
配
列

解
読
を
達
成
―
新
品
種
開

発
の
基
盤
完
成

な
お
、
各
成
果
の
詳
細

は
、
農
水
省
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
「
農
新
水
産
研
究
成

果
１０
大
ト
ピ
ッ
ク
ス
」
で

公
表
さ
れ
て
い
る
。

訂
正

前
号
の
内
閣
府
の

調
査
名
は
、
正
し
く
は
「
食

と
農
林
漁
業
に
関
す
る
世
論

調
査
」
で
し
た
。
文
中
の
食

中
毒
は「
１８
〜
２９
歳
と
５０
代
」

↓「
１８
〜
２９
歳
か
ら
５０
代
」、

旅
行
し
て
み
た
い
は
「
１８
〜

２９
歳
と
５０
代
」
↓
「
１８
〜
２９

歳
か
ら
５０
代
」、意
味
を
知
ら

ず
、
言
葉
も
聞
い
た
こ
と
が

な
い
は「
１８
〜
２９
歳
、４０
代
」

↓「
１８
〜
２９
歳
か
ら
４０
代
」の

誤
り
で
し
た
。お
詫
び
し
て

訂
正
い
た
し
ま
す
。

全
営
農
類
型
経
費
増
加
し
増
益
阻
む

１７
年
個
別

経
営
収
支

畑
作
は
所
得
２９
・
６
㌫
増

ため池防災支援シス
テムなど選定ため池防災支援シス
テムなど選定

１８年農水研究１０大トピックス

夏
秋
野
菜
等
の
需
給
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

１９年度

ミ
ニ
ト
マ
ト
・
サ
ト
イ
モ
需
要
増
見
込
み
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アスパラガスの側枝除去作業は、夏
季に行うため、高温による生産者への
負担が大きい。管理の省力化が求めら
れている。
福岡県農林業総合試験場筑後分場

は、アスパラガスの省力的親茎管理法
を確立した。慣行の畝１ｍ（畝幅１．５ｍ）
当たりにL級（１１～１３㎜）を１０本程度
立茎し、６～８月に親茎の２次側枝を
除去する栽培法よりも、作業時間が削
減可能で、過繁茂になりにくく収量・
品質も維持できる。
省力的親茎管理法は、畝１ｍ当たり

L級を８本立茎する。立茎開始６０日後
頃に、高さ１２０cmで摘心、６０cm以下の
下枝の除去を行う。除去後に発生する
下枝は、収穫時に除去する。通路側枝
の整理では、親茎の高さ６０cm以上の
２次側枝は放任とする。通路中央部ま
で張り出した側枝は、６月には倒伏防
止ネットと紐（高さ６０、１００、１２０cm
部分）で抑え、７～８月には畝肩の位
置で２週間毎に切除する。
試験では、同管理法を行うL８本放
任区と L 級１０本を立茎し側枝整理を
同様に行うL１０本放任区を設けて、慣

行と効果の比較を
行った。供試品種
はウエルカムの３
～４年生とした。
１０ａ当たりの作
業時間は、６～８
月の合計でL８本
放任区が２９．０時
間、L１０本放任区
が３７．４時間となっ
た（表１）。慣行
栽培より、それぞ
れ約８０％、約７０％削減された。
商品重をみると、８本及び１０本放任
区ともに、慣行栽培と同等となった（表
２）。
なお、L８本放任区は、若茎の白色程
度及び畝面における光の透過率（茎葉
の上部の照度に対する畝面照度の割

合）は慣行と同等となっている。L１０本
放任区では、慣行より若茎の白色程度
がやや高く、畝面における光の透過率
は７月以降低く推移した。
以上の結果から、省力的親茎管理で
はアスパラガスを畝１ｍあたり８本を
立茎する。

気象庁は今後、春にかけてエルニー
ニョ現象が続く可能性が高いと発表し
ている。向こう３ヵ月の気温も、西日
本で高く、東日本では平年並か高いと
見込んでいる。
しかし、冬季の気温が高くても地域
によっては大雪に見舞われた年もあ
り、油断なく警戒が必要となる。果樹
の雪害・寒害への対応策をまとめて紹
介する。

降雪前の対応

積雪の多い地域では降雪前に、早期
のせん定、支柱による枝や果樹棚の補
強に努める。特に、苗木・幼木や改植
後間もない若木については、結束して
樹冠を縮めることや、支柱により接木
部を強化するといった対策を講じる。
積雪時の野そ被害を低減するため、
樹幹へのプロテクターなどの巻きつ
け、忌避剤の塗布や散布、殺そ剤の投
与などを行う。
多目的防災網を設置している果樹園
では、積雪による施設や樹体の被害を
回避するため、あらかじめ支柱から外
す。

降雪により施設や倉庫の管理・巡回
ができない場合もあることから、日頃
から出入口の施錠を確認するなど、防
犯を心がける。

積雪中の対応

悪天候時を避け、安全が確保できる
範囲で樹園地を見回り、枝や棚、パイ
プなどに積もった雪を取り除く。雪に
埋もれた枝は、雪が固くならないうち
に可能な限り掘り起こす。掘り起こし
が困難な場合、枝の周囲に溝を掘るか、
スコップで雪に切れ目を入れて枝下の
雪を踏み込む。
幹周りに融雪剤を散布すると、樹冠
下の消雪の促進と、枝の掘り上げ作業
時の労力軽減に効果がある。
太枝などが完全に裂けたものは、切
り直しを行い、保護材を塗布しておく。
程度の軽い枝裂け、ひび割れはカスガ
イやボルトで固定し癒合を図る。倒伏
した幼木は、できるだけ根を切らない
ように起こして支柱を添える。

寒害などへの対策

低温に弱いカンキツ類などの常緑果

樹は、次に挙げる①～③の対策を講じ
る。
①寒害の恐れがある場合、寒冷紗や
不織布などで被覆し、樹体が直接寒風
にさらされることや凍結することを防
ぐ。特に苗木・幼木や改植後間もない若
木は寒さに弱いため、コモや不織布な
どで樹体を保護するといった防寒対策
に努める。かん水が可能な場合は、土壌
の過乾燥を防止するために実施する。
②防風垣や防風網を設置している場
合は、裾の部分の巻き上げなどを行い、
冷気の停滞を防止する。また、敷ワラ
栽培では、地表面での熱移動が妨げら
れるため、全面被覆は避ける。
③今後、収穫・出荷期を迎える中晩柑

などは、異常低温が予想される前に収
穫適期の果実を収穫する。また、寒害な
どでヤケ、苦味、す上がりといった果皮
・果肉障害が発生した場合、出荷時に障
害果の混入防止に細心の注意を払う。
落葉果樹は、凍害の影響が見込まれ
る際に、主幹部への白塗剤の塗布やワ
ラ巻きなどの防寒対策を行う。
モモは、厳寒期にせん定すると凍害
が発生し、枯死を助長する。寒さが緩
んでから作業を行う。リンゴも、腐ら
ん病の感染が増える傾向があるので、
早い時期からの作業が必要な場合は、
粗せん定程度にとどめ、切り口に必ず
癒合剤を塗布する。細かいハサミ入れ
は寒さが緩んでから行う。

農水省はこのほど、「１８年産春植え
ばれいしょの作付面積、収穫量及び出
荷量（都府県）」を公表した。
収穫量は、前年産より１万４６００ｔ

（３％）増の４８万１１００ｔ。１０ａ当たり収
量は、前年産を５０kg（２％）上回り２０６０

㎏となった。収穫量・出荷量ともに２
年連続で増加した。
作付面積は、１００ha（０．４％）増の２
万３３００ha でほぼ前年産並み。出荷量
は、１万４７００ｔ（５％）増の３０万１８００だ
った。
都府県別の収穫量割合は、鹿児島が

１７％、長崎が１５％、茨城が１０％となっ
ており、この３県で都府県の約４割を
占めている。

農研機構はこのほど、国立環境研
究所及び気象庁気象研究所と共同
で、地球温暖化が主要穀物の過去３０
年間（１９８１～２０１０年）の平均収量（単
位面積当たり）に与えた影響を、世
界全体で評価した研究結果を公表し
た。
同研究は、温暖化が起こっている
現実の気候条件と、温暖化がなかっ
たと仮定した気候条件のそれぞれに
ついて、世界各地の穀物収量を推定
したもの。推定する際の条件として、
窒素肥料や改良品種の使用、かんが
いといったこれまでの増収技術の普
及と、播種日の変更など気候変動へ
の簡易な適応技術の導入も考慮して
いる。

それによると、トウモロコシ、小麦、
大豆は、温暖化が起きなかった場合に
対して、３０年間で収量がそれぞれ
４．１％、１．８％、４．５％低下したと推定し
た。米は値のバラツキが大きく、有意
な温暖化の影響があったとは言えなか
った。
さらに、収量への影響の推定値を基
に被害額を算出したところ、世界全体
で年間合計４２４億ドルに上った。特に、
トウモロコシの被害額は、世界第３位
の生産国であるブラジルの年間生産額
の２倍に相当した。
同機構は、世界平均収量でみると既
に温暖化による生産被害が生じてお
り、適応策の開発・普及が緊急に必要
であることが示唆されたとしている。

福岡県農林業総合試験場筑後分場

夏季の作業時間を約８０％削減
アスパラガス 省力的親茎管理法

「枝の掘り起こし」雪が固まる前に
果樹の雪害・寒害対策

トウモ
ロコシ過去３０年で世界収量４％減と推定

農研機構など 温暖化の影響を評価

都府県収穫量３％増
１８年産春植えばれいしょ
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産業廃棄物である廃棄乳は、河川な
どの水質汚濁の原因になることから適
切に処理しなければならない。手軽に
処理できるような技術の開発が望まれ
る。
（地独）青森県産業技術センター畜
産研究所は、廃棄乳を分離できる「固
液分離器」を試作した。原理は、カッ
テージチーズの作り方と同様。材料費
は２万円程度で、酪農家自身で製作可
能となっている。
主な材料
オイル缶×２、投げ込みヒーター、
撹拌器、不織布、植木鉢等
作り方
底板を切り取り円筒状にしたオイル

缶の上に、底に穴を空けて栓を設けた
別のオイル缶を設置する。上のオイル
缶には投げ込みヒーターと撹拌機を具
備する。
下のオイル缶の底面よりも広い面積
の植木鉢に砂を入れ、露地野菜で使う
不織布を敷いてろ材とし、オイル缶を
砂に押し込み、ろ過器とする。砂の厚
みは５～１０㎝とし、凝固乳が漏れ出な
いようにオイル缶の縁を５㎜程度確実
に押し込む。
使い方
上のオイル缶に廃棄乳を加えて、投
げ込みヒーターで温める。温度が上が
ったら、食酢や酸洗剤などを添加して
凝固させる。添加量は使用する酸や廃

棄乳の量によっても異なるため、実際
に運転しながら決める。
酸を加えたら速やかに撹拌する。撹
拌は、電動ドリルにペンキ撹拌用のプ
ロペラを付けてセットして行った。ヘ
ラや手袋を付けたまま手でかき混ぜて
も良いが、やけどには注意する。撹拌
後、しばらくすると砕けた豆腐のよう
な塊と薄黄色の水分に分離する。
凝固が確認できたら、上のオイル缶
の栓を抜き下のオイル缶に凝固乳を流
し入れ、ろ過を開始する。
ろ過時間は８時間とした。搾乳前に
前回搾乳時に出た廃棄乳を処理する体
系が取れる。ろ過後はオイル缶を真上
に引き抜けば、固形物が不織布の上に
乗っている状態になるため簡単に取り
出せる。固形物は堆肥化処理を行い、
ろ液（廃棄乳清）はパーラー洗浄水浄
化槽に流す。
同所は「乳房炎牛が多発した場合に
対応できるか」が課題だとしている。

また、「廃棄乳清にも汚濁物質（BOD）
が残っているので、多量に流すと浄化
槽の限界を超える」ことを留意点とし
て挙げている。

分娩後の主な疾病として、ケトーシ
ス、乳熱（低カルシウム血症）、第四
胃変位が挙げられる。これらの疾病を
回避するために、北海道の宗谷農業改
良普及センター、宗谷地区農協生産事
業専門委員会等が共同で作成した冊子
「周産期の管理」から、要点を紹介す
る。
乾乳期から泌乳期にかけて、BCS

（ボディコンディションスコア）、DMI
（乾物摂取量）などを考慮した上で、
栄養管理を改善していくことが必要と
なる。
乾乳期
◯BCSを変化させない
乾乳期間中の大きな BCS 変化は、

分娩時に肝機能低下を招くことにな
る。粗飼料と濃厚飼料給与量を調整し
て防ぐ。また、BCS３．７５以上で乾乳期
を迎えないようにする。値が高いと、
分娩後に牛体への負担となり、疾病を
発症しやすい。
乾乳前期（分娩３週間前まで）は粗
飼料の成分や供給する濃厚飼料によっ
て BCS が超過または減少することが
ある。対して、乾乳後期（分娩３週間
前～分娩まで）では胎児の成長によっ
て養分要求量が高まるが、DMIは減少
する。
◯２群に分けて管理
分娩までの週数によって、エネルギ
ーや粗タンパク質などの要求量が異な
る。この変化に対応するため、乾乳牛
は前期群と後期群に分けて栄養管理を
行う。

前期は、BCSを変動させないため、
エネルギーの過不足に注意。嗜好性の
高い粗飼料を給与して、DMIの低下に
気を付ける。
食い込ませることが重要なため、水
分６０％以下の低水分の粗飼料を与え
る。高水分だと、胃の中で膨れるため
必要なDMIを確保できない。
後期は、エネルギーやタンパク質の
要求量も高まる時期なので、乾乳期用
の配合飼料または単味飼料を組み合わ
せて与える。また、泌乳に向けてルー
メン内環境を馴らす期間でもあるの
で、泌乳期の粗飼料も併せて与える。
１群管理の場合は、餌槽や休息スペ
ースを３割程度広くとる。２群及び１
群管理のどちらも、高水分サイレージ
を与える場合は乾草を併給して DMI

を高める。
◯休息できるスペ
ース
繋ぎ飼いでは、行
動の制限を軽減する
ことが大切。搾乳牛
と同じ牛舎の場合、
乾乳牛を並べて係留
し、搾乳牛と混ぜての管理は避ける。
加えて、板などを使い盗食防止策も講
じる。
フリーストールは、乾乳牛用のスト
ールサイズを設け安楽性を高める。フ
リーバーンでは、１頭当たり１０㎡以上
を確保する。
分娩前後
DMIが上がりにくい時期のため、泌
乳期に向けた馴らし飼いで高めること
がポイントとなる。
濃厚飼料給与量を急激に高めると、
アシドーシス状態になり食い止まりを
招く。分娩予定１４日前～分娩後４日目
までは配合飼料・単味飼料の給与量を

変えない。急激に発酵しやすい配合飼
料や小麦、大麦、コーンなどのデンプ
ン質飼料は、粗飼料を食い込むように
なってから与える。
泌乳期
過肥に注意する。搾乳期間が長くな
ると、乳量を維持するために、濃厚飼
料の給与量を減らすのが難しく、エネ
ルギー過剰になりやすい。
過肥を防ぐために、受胎後に乳量や
BCS、毛づやを確認しながら粗飼料の
給与量を増やし、濃厚飼料をバランス
良く減らす必要がある。
なお、冊子は同センターホームペー
ジから閲覧できる。

科学者の国内外に対する代表機関
である日本学術会議はこのほど、都
内で「アフリカ豚コレラ」に関する
緊急シンポジウムを開催した。昨年
８月に中国で初めて発生したことを
受けて、専門家と一般市民との意見
交換を行うために開催したもの。
１２月末現在、同病は中国全域に広
がっており、日本国内への侵入リス
クが高まっている。昨年は、国内３
空港で渡航者の持ち込み畜産物３例
から同病ウイルスの遺伝子が検出さ

れた。
東京大学大学院農学生命科学研究科
の杉浦勝明教授は、同病ウイルスは「加
熱により死滅するが、冷凍や冷蔵肉で
は長期間生存する」と説明。これまで
の事例から、清浄国への侵入ルートに
ついて「空港や港で破棄される豚肉を
含む残飯やウイルスの付着した輸入畜
産物が考えられる」とした。「中国で
のまん延の背景には、数頭規模の小規
模農家が多くを占めており、バイオセ
キュリティ（防疫対策）を高めるのが難

しい状況にある」と解説。また、専門家
の意見などを基にした国内へのウイル
ス侵入リスク評価の研究も紹介した。
同研究科の芳賀猛准教授は、「人に
直接被害をもたらさない家畜感染症
は、関係者以外には関心を持たれにく
く、感染源への意識も薄い」と指摘。
「今後、海外からの観光客や労働者が
増加する場合には、汚染畜産物の持ち
込みに対する罰則規定を整備する必要
もあるだろう」と、水際対策強化の必
要性を訴えた。
会場の一般参加者からは、豚コレラ
と同病に対する施策を混同する質問も
あり、消費者の理解を促す取り組みが
一層必要となりそうだ。

試作した廃棄乳固液分離器（地独）青森県産業技術センター畜産研究所

オイル缶用いて廃棄乳ろ過
手軽な固液分離器を試作

（地独）青森県産業技術センター畜産研究所提供

乾乳期、ＢＣＳ変化させない管理を
乳用牛分娩後疾病防止のために

水際対策強化の必要性訴える
アフリカ豚コレラ緊急シンポ開催
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家畜の疾病を防ぐため、畜舎内外の
日々の消毒は重要である。しかし、冬
場は消毒液の凍結や効果の弱まりが問
題になるため、液状凍結防止剤の活用
が重要となる。（地独）北海道立総合
研究機構畜産試験場は、低温条件下で
も効果を発揮する新しい凍結防止剤の
効果を検証した。
方法
試験はアルカリ性液状凍結防止剤と
２種類の中性液状凍結防止剤を用いて
行った。アルカリ性凍結防止剤は自体
の効果、中性液状凍結防止剤は消毒剤
との混合液の効果を検証。それぞれ、
室温（２０℃）、低温（４℃）、凍結（－２０℃）

の条件下で感作させ、病原体はサルモ
ネラ、牛鼻炎Ａウイルス（以下、ＢＲＡ
Ｖ）、牛コロナウイルス（同ＢＣＶ）の
３種類を使用した。
①アルカリ性液状凍結防止剤
病原体３種類を３つの温度条件で５
分間感作させた。試験区と対照区のサ
ルモネラ菌数、ウイルス感染価の測定
値の差から、除菌効果及びウイルス不
活化効果を検証した。
②中性液状凍結防止剤
酢酸カリウム系、多価アルコール系
の凍結防止剤をそれぞれ４つの消毒剤
と混合して行った。試験区Ａは１％消
石灰液、Ｂは５００倍希釈塩素系消毒剤、

Ｃは１００倍希釈複合次亜塩素酸系消毒
剤、Ｄは５００倍希釈複合次亜塩素酸系消
毒剤と混合し、対照区は中性液状凍結
防止剤のみを使用した。
結果
①は全温度下で、サルモネラは高い
除菌効果がみられ、ＢＲＡＶ、ＢＣＶ
はウイルス不活化効果が認められた。
②は、酢酸カリウム系、多価アルコ
ール系で、温度条件と混合液の種類に
よって結果が異なった。酢酸カリウム
系は、試験区Ａ・Ｂでは全温度下で除
菌効果及びウイルス不活化効果が認め
られた。一方、試験区Ｃでは凍結下の
ＢＣＶへの効果が認められず、試験区
ＤはＢＲＡＶの室温条件下のみウイル
ス不活化効果が認められた。
多価アルコール系では、試験区Ａは
全温度下でサルモネラの除菌効果が認
められなかった。ウイルス不活化効果
は凍結下で有効ではなかった。試験区

Ｂは全温度下でサルモネラ除菌に効果
がみられた。ＢＣＶは全温度下で効果
が認められたが、ＢＲＡＶは凍結下で
は効果がみられなかった。試験区Ｃで
は、全温度下でサルモネラ除菌効果が
あった。ウイルス不活化効果は全温度
下で認められた。試験区Ｄはサルモネ
ラとＢＲＡＶは凍結下で効果がみられ
なかったが、ＢＣＶは全温度下で効果
がみられた。
アルカリ性凍結防止剤は単独でサル
モネラ除菌効果及びウイルス不活化効
果が認められた。また、酢酸カリウム
系凍結防止剤と塩素系消毒剤の混合液
が全温度下で最も高い効果があること
が示された。両種とも販売が検討され
ている段階。
組み合わせで効果のみられた多価ア
ルコール系中性液状凍結防止剤は販売
が始まっており、１Ｌ当たり４００～５００
円程度となっている。

出荷頭数は、枝肉相場を左右する大
きな要素となる。（独）家畜改良セン
ターの「牛個体識別情報月齢別飼養頭
数（１８年１１月末）」（以下、「個体識
別登録」）などを基に、今年の出荷頭
数を予測する。
出荷月齢は、乳去勢は２０ヵ月齢、交
雑種去勢及び雌は２６ヵ月齢、黒毛和種
去勢は２８ヵ月齢、黒毛和種雌は３０ヵ月
齢に設定し、それぞれ月齢前後１ヵ月
の飼養頭数を平均して行った。
乳去勢
乳去勢の年間出荷予測頭数は約１６万

６０００頭で、３．８％減の見込み。個体識別
登録によると、総飼養頭数は約２７万
７０００頭と調査開始以来最も少なくなっ
た。農水省の「畜産統計」では、母体

となる乳用牛の飼養頭数の減少にとも
ない乳去勢の頭数が減少している。ま
た、乳用牛への黒毛和種交配率の増加
のみならず、性選別精液の利用割合増
加により雌牛の出生が増えていること
も要因と考えられる。
月別の出荷予測は、４月は大型連休
前ということもあり約１万５０００頭。そ
の後は約１万４０００頭前後で推移すると
見込まれ、７月は約１万５０００頭、最需
要期である１１～１２月は平均約１万５０００
頭となる見込み。
交雑種
交雑種の年間出荷予測頭数は、去勢
と雌の合計で約２４万頭と、前年に比べ
３．０％減少の見込み。去勢が約１２万６０００
頭で３．０％減、雌が約１１万４０００頭で

２．１％減と思われる。個体識別登録によ
ると、総飼養頭数は約５０万６０００頭と、
前年より約２万１０００頭減少している。
月別の出荷予測は、４月は約１万

９０００頭まで増加する見込み。その後は
約１万７０００頭程度を維持。需要の高ま
る７月は約１万９０００頭となり、最需要
期の１１～１２月には約２万４０００頭／月の
出荷が予測される。
黒毛和種
黒毛和種の年間出荷予測頭数は、合

計で約４５万８０００頭と、０．６％増の見込
み。去勢が約２５万３０００頭で０．４％増、雌
が約２０万５０００頭で０．３％増と思われる。
個体識別登録によると、総飼養頭数は
約１６４万２０００頭と、前年より約２万５０００
頭増えている。
月別の出荷予測は、４月には約３万

５０００頭に達する見通し。７月は約３万
７０００頭となり、最需要期である１１～１２
月には約４万６０００頭／月の出荷が予測
される。

肉用牛の肥育成績向上には、子牛の
時期からの腹づくりが肝心となる。上
手くいかないと成牛になってからルー
メンアシドーシスなど内臓にトラブル
を起こし肥育に支障をきたすことがあ
るため、徹底して取り組むことが重要
である。
管理のポイント
○肥育体系に則り、飼料給与管理を
行う。粗飼料を多給しても牛がやせる
場合には失敗している可能性が高いた
め、見直しが必要。嗜好性の良い乾牧草
などの良質粗飼料を給与する。２～３
種類の粗飼料を混ぜて給与することが

望ましい。茎が長いものは５～１０㎝前
後に短く切ってから与える。給与時間
は規則正しくし、食い込ませる。
○第一胃の最大発達は、８ヵ月齢が
ピークと言われているが、１２ヵ月齢ま
では発達が続くので腹づくりを行うよ
う心がける。７ヵ月齢前後には第一胃
の筋層を厚くすることを目指し、粗剛
性のある硬めの粗飼料も食べさせる。
乾牧草に稲ワラをカットしたものを混
ぜて与え、肥育期に向け稲ワラに馴れ
させるよう工夫する。
○輸入粗飼料は、産地やロットで品
質のバラツキがあるので注意する。国

内産と混合すると採食量が安定する。
軟便状態の時などは無理に次の肥育ス
テージに移らないようにする。腹が垂
れる、尿石症の発症などの配合飼料多
給によるトラブルを避けるため、急激
な増量は避ける。配合飼料型への馴致
は丁寧に行う。牛の状態をよく観察し、

肋が張り、体幅がある「やせすぎず太
りすぎず」の体型を目指す。
○導入時体重の違いや嗜好性などの
影響も受けるため、群の体型のバラツ
キに留意し、飼料を増減する。群全体
が同じような体型に揃ってくる状態を
目指し肥育することが重要となる。

（一社）日本家畜人工授精師協会は
このほど、「乳用牛への黒毛和種の交
配状況（１８年７～９月）」を公表した。
黒毛和種を交配した割合は、全国で

３３．８％（前期比１．９㌽増、前年同期比１．１
㌽減）となった。北海道の黒毛和種交
配率は、２１．９％（０．８㌽増、０．６㌽減）と

なっている。都府県では４８．３％（３．３㌽
増、１．３㌽減）だった。
延べ人工授精頭数は、北海道で２６万

４２５４頭（７．６㌽増、３．４㌽増）、都府県で
４万９６９３頭（９．０㌽減、２．８㌽減）となっ
た。都府県では、前月より中四国以外
のすべての地域で減少した。
性選別精液利用の割合は、全国で

１５．８％（０．２㌽増、３．０㌽増）と、増加が
続いている。

（地独）北海道立総合研究機構畜産試験場

塩素系消毒剤との混合で効果
新しい液状凍結防止剤

２０１９年出荷頭数予測
乳去勢減少続く見込み

肉用牛の腹づくり
成績向上目指し再確認

北海道・都府県ともに増加乳
用

黒毛和種交配率牛
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牛枝肉牛枝肉

豚枝肉豚枝肉

最需要期過ぎ、
消費減退で相場
は下げの展開に

１２月は牛肉の最需要期で、各品種の
相場は堅調に推移した。東京市場の各
品種の肉質等級別の平均価格は、大方
が前月及び前年同月の価格を上回っ
た。年末年始の家計の出費が増えたこ
とから、今後は消費者の節約志向が強
くなるものとみられる。高値が続いた
反動もあり、相場は下げの展開になる
と予想される。
【乳去勢】１２月の東京市場乳去勢Ｂ
２の税込み平均枝肉単価（速報値、以
下同じ）は１０３５円（前年同月比９８％）
となり、前月に比べ３６円下げた。
農畜産業振興機構は、１月の乳用種
（雌含む）の全国出荷頭数は２万５７００
頭（９２％）となり、大幅な減少が続く
と予測している。輸入量は総量で４万
３７００ｔ（１２２％）と予測。うち冷蔵品は
前年同月をやや上回る１万９４００ｔ
（１０４％）、冷凍品は、米国産の大幅な
増加が見込まれることなどから、前年
同月を大きく上回る２万４３００ｔ
（１４２％）を見込んでいる。
【Ｆ₁去勢】１２月の東京市場Ｆ₁去勢牛
税込み平均枝肉単価は、Ｂ３が１７０３円
（前年同月比１０９％）、Ｂ２は１５６６円
（１２６％）となった。前月に比べ、それ
ぞれ５２円、３３円上げた。雌も含め、Ｂ
２価格は８月から前年同月を２割以
上、上回って推移している。
同機構は、１月の交雑種（Ｆ₁）の全

国出荷頭数は１万９１００頭（１０１％）と増
加を予測している。
【和去勢】１２月の東京市場和去勢牛
税込み平均枝肉単価は、Ａ４が２７０６円
（前年同月比１０２％）､Ａ３は２５１９円

（１０４％）となった。前月に
比べ、それぞれ７２円、８７円
上げた。
同機構は、１月の和牛の
全国出荷頭数は３万１４００頭
（９８％）と減少を予測して
いる。牛全体の出荷頭数は
７万７４００頭（９７％）となり、
前年同月を下回ると見込ん
でいる。
これからは、消費が減退
する時期となる。そのため
例年、相場は緩む。今年は、
牛全体の出荷頭数が少ない
ことや、厳しい寒さで鍋物
需要が見込めることが好材

料だが、相場はじり安の動きになると
みられる。特に和牛は、消費者の節約
志向で引き合いが弱まり、軟調な相場
展開になることが予想される。一方、
値ごろな交雑種、乳去勢は和牛からの
シフトもあり、概ね堅調に推移し、大
幅な下げはないか。
向こう１ヵ月の東京市場の税込み平
均枝肉単価は、乳去勢Ｂ２が９５０～１０００
円、Ｆ₁去勢Ｂ３が１５５０～１６５０円、Ｂ２
は１４００～１５００円、和去勢Ａ４が２５００～
２６００円、Ａ３は２３００～２４００円での相場
展開か。

寒さで鍋物需要
高まり、相場は
小幅に戻すか

１２月の東京食肉市場税込み平均枝肉
単価は、上物が４４５円（前年同月比
７８％）、中物は４１２円（７７％）となった。
前月に比べ、上物は６円上げ、中物は
同単価だった。
前月に引き続き軟調な相場展開で、
下旬には安値となった。出荷頭数が安
定していることや、店頭での安価な輸
入品の取り扱い増加で需給が緩む状況
が続いた。
農水省の肉豚生産出荷予測による

と、１月は１３８万１０００頭（前年同月比
９９％、過去５年同月平均比９９％）、２
月は１２９万９０００頭（１００％、９９％）と、平
年をやや下回って推移すると見通して

いる。
農畜産業振興機構は、１月の輸入量
を総量で７万４４００ｔ（１００％）と予測し
ている。うち冷蔵品は、前年同月を上
回る３万３４００ｔ（１０４％）、冷凍品は、
やや下回る４万１０００ｔ（９８％）を見込
んでいる。
これからは不需要期に入り、例年、
相場が弱気配となる。だが、出荷頭数
は平年より少なめの予測。国産相場が
下がったことで引き合いが強まると見
込まれる。また、寒さが厳しくなって
きたことから、鍋物需要の高まりが期
待できる。相場は小幅に戻すと予想さ
れる。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が４４０～４７０円、
中物は４００～４３０円での相場展開か。

乳素牛・スモー
ルの不足続き、
高値で推移か

【乳素牛】１２月の乳素牛の全国１頭
当たり税込み平均価格（表）は、乳去
勢が２４万２９６０円（前年同月比９７％）、Ｆ₁
去勢は５２万２５７円（１１３％）となった。前
月に比べ、乳去勢は２万２５９９円下げ、
Ｆ₁去勢は２万２４４１円上げた。乳去勢の
取引頭数は前月・前年同月を上回った。
一方、Ｆ₁去勢は下回ったことなどか
ら、１８年の最高値となった。
今年も素牛不足は継続すると見込ま
れる。乳去勢の相場はもちあい、Ｆ₁去
勢は高値反動で小戻すか。
【スモール】１２月の全国主要２３市場
の１頭当たり税込み平均価格（農畜産
業振興機構調べ、暫定値）は、乳雄が
１１万５３７８円（前年同月比９６％）、Ｆ₁

（雄・雌含む）は２６万５８５９円（１１９％）
となった。前月に比べ、乳雄は１万２１７５
円下げ、Ｆ₁は５６３４円上げた。取引頭数
は両品種ともに減少傾向が続いてい
る。
今年も依然として頭数不足が継続す
ると見込まれ、相場は高値で推移か。
【和子牛】１２月の和子牛去勢の全国
１頭当たり税込み平均価格は、８３万
７５０６円（前年同月比９９％）となった。
前月に比べ１万７３０５円上げた。取引頭
数は前月・前年同月並みだったが、年
末の枝肉相場が堅調に推移したことか
ら、肥育牛出荷が進み、引き合いが強
まった。
今後、枝肉相場は緩む時期となる。
ただ、肥育牛出荷後の空き牛舎への導
入などにより、子牛相場は高値圏で推
移か。

農水省がこのほど公表した１７年の
都道府県別の農業産出額の上位は、
１位が北海道で１兆２７６２億円、次い
で鹿児島５０００億円、茨城４９６７億円、千
葉４７００億円、宮崎３５２４億円の順だっ
た。１、４、５位は前年と同じ。前
年３位だった鹿児島は、価格が上昇
した豚肉の産出額の増加などで２６４
億円増え、前年２位の茨城（６４億円
増）を上回った。いずれの道県も、
農業産出額の上位品目に畜産物が複
数入っている。
畜産物の産出額の上位３都道府県
をみると、肉用牛は鹿児島（１２５８億
円、全体額に占める割合１７．４％）、
北海道（１００２億円、１３．９％）、宮崎
（７４７億円、１０．３％）。豚は鹿児島
（８３２億円、１２．７％）、宮崎（５５５億円、
８．４％）、千葉（５４６億円、８．３％）。

生乳は北海道（３７１３億円、５０．１％）、栃
木（３５６億円、４．８％）、熊本（２５９億円、
３．５％）だった。
その他の畜産物及び耕種部門の農産
物について、産出額が最も高い都道府
県をみると、ブロイラーは宮崎（７０２億
円、１９．６％）、鶏卵は茨城（５１６億円、
９．７％）、米は新潟（１４１７億円、８．１％）、
野菜は北海道（２１１４億円、８．６％）、果
実は和歌山（８１６億円、９．７％）などと
なっている。

畜産の盛んな地域が上位
１７年都道府県別農業産出額
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